
第４期中期目標期間の
教育研究評価の実施について

資料１
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国立大学法人評価の全体像
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１．中期目標の達成状況に関する評価

・達成状況報告書の作成
・達成状況の評価方法

３



◆ 各法人が中期目標大綱から選択した項目のうち、教育研究に係る中期目標・
中期計画の達成状況を評価。第４期中期目標期間においては、中期計画に設定
された評価指標の達成状況を重視した評価を実施。

中期目標の達成状況に関する評価

＜各法人に提出いただくもの＞
・ 中期目標の達成状況報告書

【達成状況報告書の構成】
① 大学の概要
→ 大学名（法人名）、所在地、役員の状況、学部等の構成、学生数
及び教職員数とともに、「基本的な目標等」や「機構図」を記載。

② 全体的な状況
→ 法人の目指す方向性の実現に向けた取組や成果を記載。

③ 各中期目標の達成状況（教育研究の質の向上に関する事項のみ）
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＜自己分析・評価が求められる内容＞
[評価指標の達成状況]
Ⓐ 定量的な評価指標：当該指標に係る基準値、目標値及び実績値
Ⓑ 定性的な評価指標：当該指標に関わる取組や活動の実績
Ⓒ 自己判定：当該指標に係る達成状況（ⅲ～ⅰ判定のいずれか）
Ⓓ 上記Ⓒの結果、達成が見込まれない（ⅰ判定）場合、その理由
Ⓔ 特記事項：当該指標に係る優れた実績・成果等

[中期計画の実施状況]
Ⓕ 評価指標の設定がない事項の実施状況及び優れた実績・成果等
Ⓖ 評価指標の設定がない事項の達成が見込まれない場合、その理由

評価指標の達成状況に重点を置いた構成

第４期達成状況報告書のコンセプト
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中期目標の達成状況の自己評価①

[評価指標の達成状況]
Ⓐ 定量的な評価指標：当該指標に係る基準値、目標値及び実績値
※ 基準値とは、目標値設定の際に基準とした特定の時点の実績値
※ 目標値とは、評価指標に記載のある数値目標

Ⓑ 定性的な評価指標：当該指標に関わる取組や活動の実績

令和４年度～令和７年度の実績だけでなく、令和８・９年度の
見込みも含めて、ⅲ～ⅰのいずれかを自己判定

令和４年度～令和７年度の実績だけでなく、令和８・９年度の
見込みも含めて、ⅲ～ⅰのいずれかを自己判定

（自己判定がⅲの場合、「優れた実績・成果等」をⒺ特記事項への記載が必須）

法人担当者
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中期目標の達成状況の自己評価②

Ⓒ 自己判定：当該指標に係る達成状況（ⅲ～ⅰ判定のいずれか）

Ⓓ 上記Ⓒの結果、達成が見込まれない（ⅰ判定）場合、その理由
※ 「意欲的な評価指標」の場合、取組の進捗等を含む。

判定を示す記述
判断基準

定量的な評価指標 定性的な評価指標

達成水準を大きく
上回ることが見込
まれる（ⅲ）

客観的に実績値（見込）が達成水準
（目標値）を大きく上回ることが見込ま
れる場合（大きく上回る水準は130％

以上を目安としつつ基準値及び目標
値の設定状況や目標の困難度等を踏
まえて評価指標ごとに判断する）

達成水準を満たすことが見
込まれる上で、優れた実績・
成果が見込まれる場合
※Ⓔ欄への記載が必須

達成水準を満たす
ことが見込まれる
（ⅱ）

客観的に達成水準（目標値）を満たす
ことが見込まれる場合

実績・成果により、達成水準
を満たすことが見込まれる
場合

達成水準を満たさ
ないことが見込ま
れる（ⅰ）

客観的に達成水準（目標値）を満たさ
ないことが見込まれる場合

実績・成果に鑑みて、達成
水準を満たさないことが見込
まれる場合

法人担当者
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中期目標の達成状況の自己評価③

Ⓔ 特記事項：当該指標に係る優れた実績・成果等
→ 定量的な評価指標の場合、その実績（見込みを含む）が優れた
実績・成果等に至った取組や活動を記載することが考えられます。

→ 定性的な評価指標の場合、その実績（見込みを含む）によって
得られる優れた実績・成果等を記載することが考えられます。

[中期計画の実施状況]
当該中期計画のうち評価指標の設定がない事項があれば、ⒻまたはⒼに記載。

Ⓕ 評価指標の設定がない事項の実施状況及び優れた実績・成果等
→ 当該事項の達成が見込まれる場合には実施状況を簡潔に記載。
なお、その際、優れた実績・成果等を記載することも可能。

Ⓖ 評価指標の設定がない事項の達成が見込まれない場合、その理由
→ 当該事項の達成が見込まれない場合には、評価指標の達成が見込まれない
場合と同様、その理由を簡潔に記載。

注）評価指標の設定がない事項がなければ、ⒻⒼには記載不要。

法人担当者
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達成状況報告書の頁数等上限

◆ 達成状況報告書の頁数等上限については、以下のとおり。
（「実績報告書作成要領」及び「達成状況報告書の作成に当たって」を参照）

自己評価の結果、Ⓓ～Ⓖを
【中期計画の実施状況】欄に記載。

※ 一つの中期計画ごとに最大２頁。
内容（事項）ごとに記載するものとし、
一つの内容（事項）に記載する
文字数は最大400文字。

自己評価の結果、 Ⓐ～Ⓒ を

【評価指標の達成状況】欄に記載。

※ 定性的な評価指標については、内容（事項）ごと
に記載するものとし、一つの内容（事項）に記載する
文字数は最大400文字。

法人担当者
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評価指標→中期計画の段階判定

◆ 中期計画では、評価指標の３段階判定の平均値に優れた点、特色ある点及び
改善を要する点を加算・減算して５段階で判定。

評価者
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中期計画→中期目標の段階判定

◆ 中期目標では、中期計画の５段階判定の平均値を基に、６段階で判定（積み
上げ方式）。ただし、「重大な改善事項」については、国立大学教育研究評価
委員会が特に認める場合のみ。

評価者
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評価
指標

①Ａ ①Ｂ ①Ｃ

段階
判定

ⅲ ⅱ ⅱ

取組・実績等

各評価指標の判定結果を点数化
（３～１点）し、平均値を算定

優れた点
（評価指標以外）

平均値：２．３３
※このままだと、中期計画Ⅲ判定

加算点：＋０．２

＜評価指標の設定のない事項＞

を抽出

中期目標までの段階判定の例

中
期
計
画

中
期
目
標

評
価
指
標

各評価指標の判定結果を点数化（５～１点）し、平均値を算定

中期計画 ①

段階判定 ２．５３（＝Ⅳ）

中期計画 ② ③

段階判定 Ⅳ Ⅲ

中期目標の段階判定 ３．６６（＝計画以上）

＜他の中期計画＞

評価者

12



２．学部・研究科及び研究組織等の
現況分析

・現況調査表の作成
・現況分析の評価方法
・教育研究活動に関するデータ
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◆ 各学部・研究科及び研究組織等の教育上または研究上の目的に照らして、
「教育の水準」及び「研究の水準」を「質の向上の状況」も含めて分析。

学部・研究科及び研究組織等の現況分析

＜各法人に提出いただくもの＞
・ 現況調査表
・ 現況分析基本データ
・ 研究活動状況に関する資料

【現況調査表の構成】
① 目的と特徴
→ 教育研究活動を実施する上での基本方針等を記載。

② 水準の分析
→ 目的に照らして、取組や活動、成果の状況がどの程度の質にある
のかという視点で、第３期中期目標期間終了時点と評価時点での質
の向上の状況を含めて分析した結果を記載。
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学部・研究科及び研究組織等の特徴を明確に

第４期現況調査表のコンセプト

★ 取組や活動の内容（インプットやプロセス）だけでなく、
実績や成果の内容（アウトプットやアウトカム）を具体的かつ
客観的に記載。

★ 実績や成果の内容（アウトプットやアウトカム）については、
第３期中期目標期間終了時点から評価時点までの変化を具体的
かつ客観的に記載。

◆ 「第４期中期目標期間に係る特記事項」において、
教育研究活動に関するデータを活用して、優れた取組
及び特徴的な取組、並びにそれらの成果を記載。
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現況調査表の頁数等上限

(1)目的・特徴

１．～～～

２．～～～

３．～～～

【目的と特徴】※共通
① １頁以内
② １頁1,200字（MSゴシック体11ポイント）
※ 補足として図表等を別添として使用する場合、
水準の分析の別添に含めるものとする。

【「教育の水準」の分析】
① 最大３頁
② １頁1,200字（ MSゴシック体11ポイント）
③ 補足として図表等を別添とする場合、最大２頁

【「研究の水準」の分析】
① 最大２頁
② １頁1,200字（ MSゴシック体11ポイント）
③ 補足として図表等を別添とする場合、最大１頁
※ 「研究業績説明書」と重複がないように記載。

(2) 水準の分析

【特記事項】
○ ～～～

○ ～～～

○ ～～～

法人担当者

注）段階判定の
自己評価は必要
ありません。 16



判定区分表

特筆すべき高い質にある

高い質にある

相応の質にある

質の向上が求められる

※１ 各学部・研究科等の目的や特徴、特色等に即して、優れた取組及び特徴的な
取組、並びにそれらの成果が認められる場合には、その内容に応じて「優れた点」
や「特色ある点」として抽出（合計２個まで）。

※２ 教育活動に関するデータには、現況分析基本データ（教育に関する12指標）及び
政府公表データ（国家試験の合格率等）の２種類がある。これらの指標については、
同じ学系内における他法人の学部・研究科等の比較、当該学部・研究科等の経年
変化等を分析した結果、加点又は減点の要素になり得る。

【加点の要素】

・優れた点、特色ある点※１
・教育活動に関するデータの優れた実績※２

・改善を要する点
・教育活動に関するデータの改善を要する状況※２

【減点の要素】

現況分析の評価方法（教育の水準）

◆ 10の学系ごとに実施。
→ 人文科学系、社会科学系、理学系、工学系、農学系、保健系、教育系、
総合文系、総合理系、総合融合系

評価者
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※１ 各研究組織の目的や特徴、特色等に即して、優れた取組及び特徴的な取組、
並びにそれらの成果が認められる場合には、その内容に応じて「優れた点」や
「特色ある点」として抽出（合計２個まで）。

※２ 研究活動に関するデータには、現況分析基本データ（研究に関する16指標）及び
研究活動状況に関する資料 （論文数等のデータ）の２種類がある。これらの指標
については、同じ学系内における他法人の研究組織の比較、当該研究組織の経年
変化等を分析した結果、加点又は減点の要素になり得る。

現況分析の評価方法（研究の水準）

判定区分表

特筆すべき高い質にある

高い質にある

相応の質にある

質の向上が求められる

【加点の要素】

・優れた点、特色ある点※１
・研究活動に関するデータの優れた実績※２

・改善を要する点
・研究活動に関するデータの改善を要する状況※２

【減点の要素】

研究業績水準判定の結果

◆ 教育と同じく10の学系に、大学共同利用機関を加えた11の学系で実施。

評価者
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第４期

【現況分析基本データ】

第３期

【データ分析集】

①データの作成単位

現況分析単位のみ

教育：学部・研究科等

研究：研究組織等

法人が登録した各組織、

法人全体

②データの公表 評価の透明性の観点から公表
各法人の間でのみデータを
共有

③データの定義
既存調査の定義との共通化を
図り、機構独自のデータ定義
を極力用いない。

学校基本調査等の定義との
共通化

④指標の数

教育：１２

研究：１６

（合計２８）

教育：２４

研究：２２

（合計４６）

現況分析基本データの概要

◆ 現況分析の実施に当たり、全法人共通のデータ項目で収集・蓄積し、法人
の自己評価や評価者による分析に活用する客観的なデータ（指標）を作成。

法人担当者
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政府公表データの活用

◆ 教育活動に関連するデータについては、現況分析基本データ（教育面：E01～
E12）とともに、以下の政府公表データを活用。

※ 当機構へのデータ提出の必要はありません。

＜活用する政府公表データ＞
（国家試験合格率）
・ 法科大学院修了者の司法試験合格率（法務省公表）
・ 獣医学課程卒業者の獣医師国家試験合格率（農林水産省公表）
・ 医学課程卒業者の医師国家試験合格率（厚生労働省公表）
・ 歯学課程卒業者の歯科医師国家試験合格率（厚生労働省公表）
・ 薬学課程卒業者の薬剤師国家試験合格率（厚生労働省公表）
・ 看護学課程卒業者の看護師国家試験合格率（厚生労働省公表）

（教員就職率）
・ 教員就職率（教員養成課程）（文部科学省公表）
・ 正規任用のみの教員就職率（教員養成課程）（文部科学省公表）
・ 教員就職率（教職大学院）（文部科学省公表）
・ 正規任用のみの教員就職率（教職大学院）（文部科学省公表）

20



研究活動状況に関する資料

◆ 研究活動に関連するデータについては、現況分析基本データ（研究面：
R01～R16）とともに、研究活動の活性度を評価するため、本様式を使用。

◆ 本様式における項目や定義は、文部科学省が実施している国立大学法人
運営費交付金「成果を中心とする実績状況に基づく配分について」の研究
業績数調査と共通化。

法人番号 99 法人名 学位機構

大学番号 98 大学名 小平大学

現況分析単位番号 01 現況分析単位名 文学部

学系番号 01 学系名 人文科学系

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

教員数

査読付き論文

学術図書

作品等

＜人文科学系、社会科学系、教育系、総合文系、総合融合系の場合＞

法人担当者
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３．研究業績水準判定

・研究業績説明書の作成

22



◆ 各研究組織等の代表的な研究業績について、「学術的意義」「社会、経済、
文化的意義」の観点から、それぞれの水準を判定。

◆ 研究業績水準判定結果については、達成状況評価及び現況分析（特に「研究
の水準」）に活用。

研究組織等の研究業績水準判定

＜各法人に提出いただくもの＞
・ 研究業績説明書

【研究業績説明書の主な項目】
① 研究組織等の目的に沿った研究業績の選定の判断基準
② 教員数、提出できる研究業績数の上限
③ 代表的な研究業績
・ 小区分番号、小区分名
・ 研究テーマ及び要旨
・ 「学術的意義」、「社会、経済、文化的意義」
・ 判断根拠
・ 代表的な研究成果・成果物（研究テーマごとに最大３つ）
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選定に当たっての留意事項

＜研究業績の水準判定の区分と判断基準＞

※（標準的な研究業績） ※（標準的な研究業績）

【社会、経済、文化的意義での判断基準】

SS：社会、経済、文化への貢献が卓越している

Ｓ：社会、経済、文化への貢献が優秀である

Ａ：社会、経済、文化への貢献が良好である

Ｂ：社会、経済、文化への貢献が相応である※

Ｃ：上記段階に達していない

【学術的意義での判断基準】

SS：当該分野において、卓越した水準にある

Ｓ：当該分野において、優秀な水準にある

Ａ：当該分野において、良好な水準にある

Ｂ：当該分野において、相応の水準にある※

Ｃ：上記の段階に達していない

・ 選定できる研究業績数は、各研究組織等の教員数の

原則20％を上限

→ 選定に際しては、第三者評価や客観的指標等を基に、

当該組織の代表する優れた研究業績（「SS（卓越）」、

「Ｓ（優秀）」）と判断されるものを厳選

法人担当者
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